













































































































































































































































































































































































1 大阪市 131,582 4.9
2 横浜市 91,440 2.4
3 名古屋市 78,556 3.4
4 神戸市 46,880 3.0
5 京都市 44,282 3.1
6 新宿区 42,428 12.4
7 川崎市 38,811 2.6
8 福岡市 35,257 2.3
9 江戸川区 33,457 4.8







1 北海道占冠村 22.7 329
2 群馬県大泉町 18.1 7,585
3 北海道赤井川村 12.7 160
4 新宿区 12.4 42,428
5 北海道留寿都村 10.2 208
6 豊島区 10.1 29,010
7 北海道倶知安町 9.6 1,570
8 荒川区 8.6 18,564
9 北海道ニセコ町 8.3 431
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1 中国 14,153 32.9
2 韓国 10,221 23.7
3 ネパール 3,517 8.2
4 ベトナム 3,484 8.1
5 ミャンマー 2,218 5.1
6 台湾 1,884 4.4
7 米国 1,033 2.4
8 フランス 793 1.8
9 フィリピン 747 1.7








































































































2010 28 13 11 13 4 4 4 4 6 2 12 35
2011 29 14 10 13 4 5 4 4 5 2 9 36
2012 27 16 11 13 4 4 5 4 5 3 7 34
2013 28 17 12 13 4 4 5 4 5 3 4 34
2014 31 18 12 12 4 4 4 4 4 3 4 34
2015 35 17 11 11 4 3 4 3 4 3 4 36
2016 37 17 5 10 4 3 4 3 3 2 11 39
2017 38 16 9 10 4 3 3 3 3 2 7 41
2018 38 16 11 10 4 4 3 3 3 3 6 42
2019 37 17 13 10 4 3 3 3 3 3 5 43
全国
























































































































































h t t p s : / / w w w. c i t y. s h i n j u k u . l g . j p / t a b u n k a /
file03_00001.html，2019年３月１日閲覧。
24 参照：新宿区「新宿区多文化共生連絡会」，
























































































































所属団体等 出身 所属団体等出身 出身
◎ ㈶日本国際交流センター 日本 ◎ ㈶日本国際交流センター 日本
明治大学 日本 明治大学 日本
大東文化大学 日本 大東文化大学 日本
法政大学 日本 法政大学 日本
立教大学 日本 東京未来大学 台湾
区民 日本 区民 日本
区民 日本 区民 日本
区民 韓国 区民 韓国
区民 （フィリピン） 区民 ネパール
〇 新宿区多文化共生連絡会 韓国 在日本韓国人連合会 韓国
在日本韓国人連合会 韓国 在日本大韓民国民団 韓国
在日本大韓民国民団 韓国 日中の未来を創る会 中国
㈱韓国広場 韓国 NPO法人ミッターファンデーション ミャンマー
日中の未来を創る会 中国 難民連携委員会 ミャンマー
NPO法人ミッターファンデーション ミャンマー ㈱GMTインターナショナル ネパール
難民連携委員会 ミャンマー 在日フランス人協会 フランス
㈱GMTインターナショナル ネパール 在日タイ人ネットワーク タイ
在日フランス人協会 フランス NPO法人みんなのおうち 日本
在日タイ人ネットワーク タイ NPO法人難民支援協会 米国
NPO法人みんなのおうち 日本 NPO法人多文化共生センター東京 日本
NPO法人難民支援協会 米国 NPO法人日本国籍華人同携会 （中国）
NPO法人多文化共生センター東京 日本 〇 新宿区多文化共生連絡会 韓国
NPO法人日本国籍華人同携会 （中国） 新宿区多文化共生連絡会 日本
留学生 フィリピン 多文化子育て情報局 日本
新宿区多文化共生連絡会 日本 友ランゲージアカデミー 日本
〇 新宿区商店会連合会 日本 新宿区町会連合会 日本
新宿区町会連合会 日本 新宿区町会連合会 日本
新宿区町会連合会 日本 新宿区町会連合会 日本
新宿区町会連合会 日本 新宿区商店会連合会 日本
新宿区商店会連合会 日本 新宿区商店会連合会 日本
新宿区民生委員・児童委員協議会 日本 新宿区民生委員・児童委員協議会 日本
第３期 第４期
所属団体等 出身 所属団体等 出身
◎ ㈶日本国際交流センター 日本 ◎ ㈶日本国際交流センター 日本
大東文化大学 日本 法政大学 日本
法政大学 日本 早稲田大学 日本
東京未来大学 （台湾） 東京未来大学 （台湾）
東京外国語大学 日本 明治学院大学 日本
区民 日本 区民 日本
区民 日本 区民 日本
区民 マレーシア 区民 韓国
区民 中国 区民 中国
在日本韓国人連合会 韓国 在日本韓国人連合会 韓国
在日本大韓民国民団 韓国 在日本大韓民国民団 韓国
日中の未来を創る会 中国 海外在住ネパール人協会 ネパール
NPO法人ミッターファンデーション ミャンマー NPO法人ミッターファンデーション 日本
難民連携委員会 ミャンマー 難民連携委員会 ミャンマー
㈱GMTインターナショナル ネパール ㈱GMTインターナショナル ネパール
在日フランス人協会 フランス DREAM PARK㈱ 韓国
在日タイ人ネットワーク タイ 在日フランス人協会 フランス
NPO法人難民支援協会 米国 在日タイ人ネットワーク タイ
NPO法人コリアNGOセンター 韓国 東京青年会議所 日本
NPO法人日本国籍華人同携会 （中国） NPO法人コリアNGOセンター 韓国
〇 新宿区多文化共生連絡会 韓国 NPO法人日本国籍華人同携会 （中国）
新宿区多文化共生連絡会 日本 多文化子育て情報局 日本
多文化共生子育て情報局 日本 〇 新宿区多文化共生連絡会 韓国
留学生 インドネシア 新大久保インターナショナル事業者交流会 ベトナム
友ランゲージアカデミー 日本 国際交流基金 日本
新宿区町会連合会 日本 新宿区町会連合会 日本
新宿区町会連合会 日本 新宿区町会連合会 日本
新宿区町会連合会 日本 新宿区町会連合会 日本
新宿区商店会連合会 日本 新宿区商店会連合会 日本
新宿区民生委員・児童委員協議会 日本 新宿区民生委員・児童委員協議会 日本
東京都宅地建物取引業協会新宿支部 日本 新宿専門学校各種学校協議会 日本














































































合計委員数 31 31 32 32
日本人：外国人
（現在の国籍）
18：13 19：12 18：14 19：13
日本人：外国人
（以前の国籍＝出身国）














学識経験者 5 5 5 5
公募区民 4 4 4 4
多文化共生
活動団体構成員
16 16 16 16
地域団体構成員 6 6 7 7
出所： 筆者作成（多文化共生会議「委員名簿」と担
当課から入手した委員構成区分の資料より）
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外国を結ぶ架け橋となりうるとの考え方のも
と，彼らの教育環境の向上をめざして，「日本
語指導体制の強化，家庭へのサポートおよび地
域での連携強化，母語・母文化の尊重，教育を
受ける機会を逸しないための取り組み」の４つ
の提言がなされた。②については，災害に備え
て日本人と外国人がともに課題に向き合い，互
いに支え助け合える仕組みづくりをめざすとい
う考え方のもと，「平常時の多言語による防災
知識の周知・情報提供，外国人を主体とした防
災訓練や防災ワークショップの実施，多文化防
災ネットワークの構築，災害時の多言語による
情報発信体制の構築，外国人被災者を想定した
避難所運営」の５つの提言がなされた。
第２期においては，2015年に実施された「新
宿区多文化共生実態調査の調査内容」のみが諮
問されたため，部会は設置されずに調査審議が
なされた。2007年に実施された前回調査と同じ
時系列設問の他に，新たな課題や要望を反映し
た設問で実施された調査結果を踏まえて，「こ
とばの問題への支援，効果的な情報提供，多文
化共生プラザの運営方法の見直し，偏見や差別
の解消，トラブル防止，町会・自治会等への支
援」の６つの提言がなされた。
第３期においては，2015年に実施された多文
化共生実態調査の結果に基づき，「外国人住民
と日本人住民が新宿でともに暮らしていくため
の課題と情報提供」というテーマのもと，「①
住宅部会」と「②暮らし部会」が設置され，調
査審議がなされた。①については，外国人の住
まい探しにおける課題に対して「スマートフォ
ン経由での情報発信，映像による情報発信，既
存資料の効果的な活用による外国人の入居促
進，不動産業者向け研修会の実施，差別意識の
解消・多文化共生意識の醸成」の５つの提言が
なされた。②については，生活ルールに関する
課題に対して「地域における交流・コミュニケー
表７　多文化共生会議の諮問テーマと提言
第
１
期
テーマ
①外国にルーツを持つ子どもの教育環境
の向上
②災害時における外国人支援の仕組みづ
くり
提　言
①日本語指導体制の強化，家庭へのサ
ポート，地域での連携強化，母語・母
文化の尊重，教育を受ける機会を逸し
ないための取組
②平常時の多言語による防災知識の周
知・情報提供，外国人を主体とした防
災訓練や防災ワークショップの実施，
多文化防災ネットワークの構築，災害
時の多言語による情報発信体制の構築，
外国人被災者を想定した避難所運営
第
２
期
テーマ 新宿区多文化共生実態調査の調査内容
提　言
ことばの問題への支援
効果的な情報提供
しんじゅく多文化共生プラザの運営方法見直し
偏見や差別解消
トラブル防止
町会・自治会等への支援
第
３
期
テーマ
外国人住民と日本人住民が共に暮らして
いくための課題と情報提供
①住宅（外国人の住まい探しにおける課題）
②暮らし（生活ルールに関する課題）
提　言
①スマートフォン経由での情報発信，映
像による情報発信，既存資料の効果的
な活用による外国人の入居促進，不動
産業者向け研修会の実施，差別意識の
解消・多文化共生意識の醸成
②地域における交流・コミュニケーショ
ンの充実，生活ルールについての情報
提供
第
４
期
テーマ しんじゅく多文化共生プラザの活用による多文化共生のさらなる推進
提　言
※2018年９月に始まったため，提言が出
されるのは任期の２年が終了する2020
年になる。
出所： 筆者作成（多文化共生会議「議事録」34と担当
課から入手したテーマ・提言関連資料より）
34 参照：新宿区「新宿区多文化共生まちづくり会
議「議事録」」，https://www.city.shinjuku.lg.jp/shingi/ 
index55.html，2019年３月１日閲覧。
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ションの充実，生活ルールについての情報提供」
の２つの提言がなされた。
第４期においては，新宿区における多文化共
生推進のための拠点である多文化共生プラザが
2005年の開設から14年が経過したが，近年の利
用者減や2015年実施の多文化共生実態調査にお
ける日本人17.1％，外国人23.9％という低い認
知度も踏まえ，「多文化共生プラザの活用によ
る多文化共生のさらなる推進」という諮問内容
のもと，同プラザのあり方について審議がなさ
れている。
多文化共生会議の提言の政策反映までの枠組
みについては，まず期間途中に同会議の審議経
過の中間まとめが出される。区側が審議の方向
性や中間まとめの事実認識を確認する一方で，
会議側は残りの期間で中間まとめをブラッシュ
アップしていく。具体的には，①行政が実施す
べきか，②実現の可能性があるか，③効果的か，
④類似した具体策は統合できないか，⑤他の機
関が作成した既存資料を活用できないか，の５
つの点から検討していく。そして，最終的に提
言が出された後は，区の各部署がそれぞれ施策
への反映を目指していく。
一方，実際の政策の反映状況については，第
１期の提言では，「災害時における外国人支援
の仕組みづくり」についてなされた５つの提言
を踏まえ，2012年から「防災フェスタ」が大久
保公園で毎年実施され，2019年で８回目を迎え
る。また，2017年からは多言語による災害時の
情報発信体制が構築された。第２期の提言では，
外国人の80％が多文化共生プラザを知らないと
いう多文化共生実態調査の結果を踏まえた「プ
ラザの運営方法の見直し」という提言から，第
４期の諮問内容が「同プラザの活用による多文
化共生のさらなる推進」につながった。第３期
の提言については，昨年出されたばかりであり，
政策反映はこれからとなる。
４　まとめ
新宿区は，自治体の憲法とも言える自治基本
条例において，多文化共生社会の実現を目指し
ていくとしており，各部署で外国人住民の力を
地域の力として活かすための取り組みを進めて
いる。具体的な施策も，多文化共生推進の拠点
となる多文化共生プラザの開設をはじめとし
て，次々といろいろな施策を進めており，大き
く分類して，①参加交流とネットワーク構築，
②日本語学習・教育支援，③情報提供，④相談
対応の４つの施策に取り組んでいる。しかし，
多文化共生プラザ利用者や外国人相談件数が伸
び悩んでいること等からも，新しい施策を進め
る一方で，既存の施策の見直しと改善も必要で
あると考える。
多文化共生のまちづくりを総合的・効果的に
進めることを目的に設置された多文化共生会議
は，外国人とホスト社会の日本人双方の委員が
混在する形態となっている。審議会研究の視点
からの委員構成では，学識経験者，公募区民代
表，利害関係者としての多文化共生活動団体構
成員，地域団体構成員など主なの機能が取り入
れられているのに加えて，委員の国籍も多岐に
渡り，多様な背景や国籍が確認できた。しかし，
新宿の多文化状況の特徴を反映した委員構成に
ついては，「国籍の多様性」「在留資格に占める
留学比率の高さ」での反映は確認できた一方で，
「若年人口割合の高さ」「若年層を中心とした流
動性の高さ」ではほとんど反映されていないこ
とも確認された。
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多文化共生会議の提言の政策反映までの枠組
みについては，重要施策を調査審議した結果を
区長へ提言することが条例に明記されている
が，中間報告後や最終提言後の区の対応からも，
会議提言の政策反映までの枠組みが確認でき，
一定の評価はできる。また，実際の政策反映に
ついては，第１期の「災害時における外国人支
援の仕組みづくり」への提言を踏まえ，防災フェ
スタの実施や多言語による災害時の情報発信体
制の構築等がなされており，実際の政策への反
映が確認できた。また，第２期の「プラザの運
営方法の見直し」という提言が，第４期の諮問
内容の「プラザの活用による多文化共生のさら
なる推進」につながったことからも，いくつか
の提言は反映されていると言えよう。
新宿区の多文化共生に関する今後の課題とし
ては，まず第１に，多文化共生会議の提言の着
実な政策反映と既存施策の改善があげられる。
提言の政策反映については多文化共生会議等の
場において定期的な状況報告が，既存施策の改
善についてはこれまでの施策の棚卸し等が必要
とされる。第２に，より多くの外国人住民から
の意見の聴取である。若者が多く，流動性も高
く，アジアを中心とした新しい国籍の住民が増
加しているが，既存の多文化共生会議等や８年
ごとに実施する多文化共生実態調では把握しき
れない意見や要望がある可能性も考えられる。
彼らからの意見を聴取する何らかの仕組みや工
夫が求められる。そして第３に，外部との新た
な連携をあげたい。新宿区では外国人住民への
情報発信において，既に外国人使用率が高いセ
ブン銀行の送金アプリへの情報掲載や区内の送
金業者店舗内への新宿区ブース設置等の連携を
実施しているが，その他の分野においてもいろ
いろな連携は可能であり，柔軟な発想で外部資
源を利用することが重要であると考える。
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